
１ テーマ名 

低米価時代に対応した新たな水稲経営モデルの構築 

 

２ 目的 

平成 26 年産米の販売価格が大幅に下落した影響によって，水稲を基幹とす

る県内の多くの集落法人では，経営的に極めて厳しい状況となっている。そう

した状況を打開するためには，生産コストの低減と単収の増大，販売単価の向

上等が必要であり，そのための技術的・社会的要因を明らかにし，新たな経営

モデルを作出する必要がある。 

そこで，各種新技術を導入した場合の経営改善効果を明らかにするとともに，

販売単価の向上策に関する情報を収集する。これらをもとに低米価時代を乗り切

るための水稲経営の在り方について議論し，新しい経営モデルを構築する。 

昨年度は県内集落法人の平均データを用いて，今後拡大が見込まれる赤字幅の

解消に向けた経営モデルを構築した。これを踏まえて，本年度は対象とする経営

体の実態に即した経営改善モデルを提案する手法の構築に取り組む。 

 

３ 調査研究の内容 

（１）県内集落法人の水稲経営の実態に基づく課題把握手法の確立 

（２）高い経営改善効果が期待できる新技術の実証圃成果に基づく効果検証と技術

資料の作成 

（３）経営改善シミュレーション手法の確立 

（４）水稲経営改善モデルの導入事例の検討 

 

４ 成果 

（１）対象とする経営体の絞り込みについて整理を行った。まず前提条件として，

①水稲が経営の柱である，②何らかの経営上の課題を抱えている，②経営改善

や発展意欲がある，④指導機関に支援を求めている，のすべてに該当する経営

体を対象とすることとした。さらには，①部門別管理ができている，②ソリマ

チ等の会計ソフトのデータを見れば大まかな水稲部門の収支がわかる，③水稲

単一経営である，④水稲以外の売上高が 10％未満の「みなし水稲単一経営」で

ある，のいずれかに該当する経営体を対象とすることとした。 

（２）現状把握のためのデータ収集手法について検討した。その結果，①品種別生

産・交付金状況，②販売収入状況，③育苗関係費，④肥料費に関する調査のた

めの各様式を作成した（図１）。 

（３）現状把握のための調査結果に基づく課題の見える化手法について検討した。

単収や販売単価，使用苗箱数などの基準を設定し（表１），それに照らし合わせ

て課題の所在について明らかにすることとした。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 水稲経営の課題把握のための各種調査様式の記入例 

 

 

表１ 水稲経営課題の見える化のための基準の設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）課題解決のための新技術については，特に本県の水稲経営改善に効果が高い

次の３つの技術について情報を整理した。①密播・疎植による苗箱数削減によ

る育苗・田植関係コストの低減，②鶏糞堆肥やＬ型肥料の活用による施肥コス



トの低減，③多収性品種の導入による60㎏当たり生産費低減である。①につい

ては，本年度県内２か所で実施した実証圃の結果に基づき，10a当たり使用苗箱

数を 17 箱から 10 箱に削減することによって，物財費・労務費合わせて 2,971

円/10a のコスト削減効果が見込まれることを明らかにした。また，②について

は極早生品種用肥料で窒素成分８㎏/10a 施用の場合，従来のフラット型からＬ

型肥料へ替えることによって3,615 円/10a のコスト削減効果が期待できる。③

については，本県オリジナルの多収性品種「こいもみじ」を導入することによ

って，販売単価は12％程度低下するものの単収が20％程度向上することや耐倒

伏性および耐いもち病性に優れるなど栽培面でのメリットもあり経営改善効果

が期待できる。 

 

（５）グループ員が担当している経営体において実施した課題把握のための実態調

査事例や経営改善シミュレーションを行った事例についてグループ会議で情報

共有するとともに，調査様式や改善提案手法の有効性や改善点について検討を

行った。東部農業技術指導所管内のＡ集落法人を対象に実施した経営改善の取

組みでは，水稲部門の平成27年度の経常収支は3,573円/10aの赤字であり，今

後改善策を取らなかった場合，直接支払交付金7,500 円/10a が廃止される平成

30 年度には赤字が 11,073 円/10a に拡大することが示された。そこで，主要品

種の単収向上や使用苗箱数の削減，Ｌ型肥料の導入による施肥改善など新たな

技術を導入することによって平成30年度の経常収支の赤字がほぼ解消する可能

性があることを明らかにした。 

 

５ 普及指導活動における活用方法 

（１）本調査研究の主要成果である個々の経営体の実態に即した経営改善モデルの

提案手法については，次年度以降の普及活動において活用されるよう作物担当

者会議などで情報共有を図る。 

（２）使用苗箱数の削減による低コスト化については，すでに普及段階に入ってお

り徐々に実績が上がりつつある。神石高原町のＢ集落法人では，Ｙ社製の高精

度移植機を来年度から導入し，苗箱数の大幅削減（目標６箱/10a）に本格的に

取り組む予定である。 

（３）鶏糞を活用した施肥コストの低減については，現場で取り組みが始まってお

り，品種に応じた肥効調節型肥料（穂肥）との組み合わせについて生産者への

提案を行っている。 

（４）低コストのＬ型肥料については，極早生品種用が実用化され全農から市販さ

れる予定である。 

 

６ 留意事項 

特になし 


